
第３章 関係法令の概要 
三〔農地・林地関係〕 

 

１ 農業振興地域の整備に関する法律 

                                                   〔農業振興地域整備計画の変更〕 

 

法 の 趣 旨 

 

 

 

 

 

 自然的経済的社会的諸条件を考慮して総合的に農業の振興を図る

ことが必要であると認められる地域について、その地域の整備に関

し必要な施策を計画的に推進するための措置を講ずることにより、

農業の健全な発展を図るとともに、国土資源の合理的な利用に寄与

する。 

 

 

農業振興地域整備

計画の変更が必要

な行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 農用地区域内の農用地等について、農用地利用計画において指

定された用途以外の用途に供するための農地転用は法律上認め

られていない。 

(2) このため、農用地区域内の農用地等を他用途に供しようとする

場合には農用地区域からの除外（農業振興地域整備計画の変更）

を行う必要があり、この場合、原則として次の要件を満たすこと

が必要である。  

    ア）他用途に供することが必要かつ適当であって、農用地区域

外に代替すべき土地がないこと。 

  イ）除外を行うことにより農用地区域の集団化、農作業の効率

化や効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないこ

と。 

  ウ）除外を行うことにより効率的かつ安定的な農業経営を営む

者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがない

こと。  
エ）農用地等の保全又は利用上必要な施設に支障を及ぼすおそ

れがないこと。 

  オ）土地改良事業等が完了した年度の翌年から起算して８年を

経過していること。 

 

 

農業振興地域整備

計画の管理者 

 

市町村長 

 

担当機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 庁 農林水産部 農業担い手課 

出 先 農林事務所  企画部 指導調整課 

   （南会津、いわきにあっては、企画部地域農林企画課） 

市町村 農振法担当課 

 国  東北農政局  農村振興部 農村計画課 農業振興地域係 
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手続フローチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 備   考 

 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

農用地区域の設定方法（農業振興地域整備計画の策定）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 市町村が定める農業振興地域整備計画 

おおむね５年ごとに基礎調査を行い、農用地区域の見直しを含む総合的な

見直しを行うこととなっている。  

福島県では、檜枝岐村を除く市町村で農業振興地域整備計画を定め、農用

地区域を設定している。 
 

※１ 農地転用許可権者との調整
が必要と認める場合  

※２   事業計画に20,000㎡を超え
る農用地が含まれる場合 

※３ 事業計画に40,000㎡を超え
る農用地が含まれる場合 
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計画変更案の公告  
縦覧  おおむね30日  
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協議※２  協議※３  事前協議※１  申出  

回答  回答  回答  

同意協議  

同  意  報 告  

農業振興地域整備基本方針（都道府県知事策定）  

指定協議  
指定  
公告  

農業振興地域  都道府県知事  

市 町 村  

（農業振興地域の指定）  

同意協議  
決定  
公告縦覧  同意  

農用地利用計画  農用地区域  

農業生産基盤の整備開発計画等  

農業振興地域  市 町 村  

都道府県知事  

（農業振興地域整備計画の策定）  


